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	自治労共済本部事業推進部より講師をお招きしての「学習会」です！

自治労共済に加入してる方も未加入の方も、直接説明を聞いてみては

どうでしょう？自治労共済の良さをきっとご理解いただけるはずです。

わかりやすい説明です！ぜひ、多数のご参加をお待ちしております！！

…この学習会は、津別、美幌、大空の３単組の連続学習会として取り組みます…

３月１７日（水）17：20～19：00　林研図書室

	◇講　師：EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 13(やぶき),矢吹)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 13(よしのり),欣徳)　さん　自治労共済本部事業推進部

　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ながたに),長谷)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ようこ),陽子)　さん　自治労共済北海道支部事務局次長

◇対象者：加入・未加入を問わず自治労共済に興味のある方！！

□■□個人相談会も開催されます！！□■□

◇日　時：３月１８日（木）９：００～１２：００　職員研修室

皆さんが加入している民間や他の共済保険の内容について保険のプロが相談にのります

◎希望される方は16日中に書記長の山田にご連絡をください。

（なお１時間の年休をお願いします）


	　　　　




＝自治労道本部が各単組から意見を取りまとめ中央本部へ意見反映＝

	政府の地域主権戦略会議・第２回会議が３月３日に開催され、「今後の進め方」について議論されました。５月にも「地域戦略大綱（骨子）」が提案されることとなりました。

自治労本部では、「自治労・地域主権研究提言委員会」を設置し、自治労としての考えをまとめ
	４月中に政府へ要請していく予定です。

ついては、北海道本部は、本部へ意見反映するため、急きょ23日までに各単組から意見を集約することとしました。

津別町職としては、23日の執行委員会で協議し意見反映します。


◎皆さんの意見をお聞かせてください【明日、関係資料を教宣に掲載】


	

	

	＝９日の町長、８日の副町長との「重点交渉事項」について回答の要旨を報告します＝

	要求項目
	行政経営推進室及び事務事業外部委託検討委員会の検討状況を示すこと。

	回答書
	※支会別討論会の資料で報告済み

	交渉課題
	推進室、検討委員会（二部会）それぞれに設置から相当の期間が経っており、今年度中に最低でも検討作業の状況について報告を求める。また、介護サービス事業部会での検討の一方でＨ22年度予算において特養の経営評価のための委託料を計上していることについて説明を求める。

	町長・副町長

交渉結果
	１月（当初予算闘争期）の交渉と同じく組合に報告できる状況にない。

実際に検討を始めると色々な問題が出て、検討を進めるのに立ちはだかった。その都度、大きな問題は、町長、副町長で取り除くようにし、担当課長が検討作業を進められるようにしてきた。

【交渉で説明された詳細は省略します】

いよいよ本格的な検討に入るための基礎資料がそろってきた。

特養、バス、機動について、将来こんな方向で進めていくという方針をＨ22年度中にまとめたい。もちろん、委託ありきではなく、全てゼロベースで検討している。

職員と情報が共有できるよう、伝えられることは伝えるよう考えている。

特養の経営評価のための委託料に関して。Ｈ21年度にも予算計上していた。道社協に委託と考えていたが、園長の判断で行わなかった。

交渉団　組合としてもプロジェクトを立ち上げ、直営堅持を基本に検討するので、労使双方の考えを付け合せしながら協議できるよう、Ｈ22年度中の検討作業のスケジュールを示すように求め、そのことを確認しました。




	　　　　



	

	3月4日に自治労が行った総務省公務員部長との交渉結果（要旨）を報告します。


【総務省回答】

地方公務員の給与は、地方公務員法の趣旨に則
	ることが大原則である。その上で、労使間の交渉もあり、各地方公共団体において地域実情を踏まえ、最終的には各地方公共団体において条例で定められるべきものである。地域主権を本格的に推進することが現政権の重要課題であり、そのためには行政運営に対するさらなる国民・住民の理解と信頼を得ることが大変重要である。総務省としても地方公務員法の趣旨を踏まえ、また原口総務大臣の国会答弁の趣旨も踏まえながら助言を行ってまいりたい。

（次号につづく）











(１)地方公務員の給与について自治体における労使の自主的交渉の結果を尊重すること。また、地方公務員給与に対する国の関与については、原口総務大臣の地方公務員給与に関する国の助言は抑制的であるべきという趣旨の国会答弁に沿った対応を図ること。











